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愛知労働局における平成２３年度個別労働紛争解決制度施行状況について
～指導・助言、あっせんともに過去最高～

～増加するいじめ等に対する取組を強化するため困難事案担当相談員を配置～

	平成23年度に愛知労働局へ寄せられた労働相談件数は、78,116件であり、そのうち、労使間のトラブルに関する相談（民事上の個別労働紛争相談）は14,090件対前年度比7.9％増）と過去最高を記録しました。（P．3参照）
助言・指導の申出がなされた件数は、平成22年度461件から平成23年度は625件と大幅に増加して過去最高となり、約４割が解決しています。（P.4参照）
あっせん申請の件数は425件でした。平成２３年度中にあっせんの手続きを終了したもののうち、相手方が同意してあっせんが開催された件数は241件、解決した件数は152件（63.1%）と、平成22年度の解決件数136件（60.4%）を上回りました。（P．4,5,7参照）
また、いじめ・嫌がらせ相談件数は毎年増加しており、平成23年度は2,837件にも及びました。このため、本年度から、これらの事案を主として担当する相談員を配置しました。（P.2参照）



労働関係に関する個々の労働者と事業主との間の紛争の増加に対処するため、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律に基づき、紛争の未然防止、迅速、適正な解決等に努めているところですが、愛知労働局における平成２３年度の個別労働紛争解決制度の施行状況をまとめましたので、公表します。

また、職場のいじめ・嫌がらせ問題等複雑・困難事案の増加に対処し、取組を強化するため、平成２４年度から困難事案担当の総合労働相談員を配置しました。
１．総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談

雇用形態の変化等に伴い労働関係についての個々の労働者と事業主との紛争が増加しており、こうした個別労働紛争の未然防止と円満、迅速な解決を図ることを目的として、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律に基づき、愛知労働局では、労働局内、労働基準監督署内及び栄の中日ビル内の計１６ヶ所に総合労働相談コーナーを設け、労働に関するあらゆる相談等に対し解決援助に向けてのサービスを行っています（P.13参照）。
総合労働相談コーナーでは、総合労働相談員が解雇、賃金不払、いじめ・嫌がらせ等、あらゆる労働問題に関するワンストップ相談窓口として、労働者、事業主等からの相談に応じており、相談内容により、労働基準監督署、公共職業安定所、雇用均等室、他の行政機関等に的確に取り次いでいます。
その主たる内容は、相談対応をはじめ、情報の提供、助言・指導、紛争調整委員会のあっせんですが、平成２３年度における制度の施行状況は次のとおりです。
２．総合労働相談件数

総合労働相談件数は、全国的に減少し（前年度比１．８％減）、愛知労働局管内でも７８，１１６件（全国３位、前年度比７．２％減）と、２年連続して前年度を下回りました。しかし、解雇、いじめ・嫌がらせ、雇止め、退職勧奨、労働条件の引下げ等民事上の個別労働紛争に係る相談件数は、１４，０９０件（全国５位、前年度比７．９％増）となり、過去最高を記録しました。
３．助言・指導及びあっせん件数
また、個別労働紛争の解決をサポートする制度である①労働局長による助言・指導の受付件数は６２５件（全国４位、前年度比３５．６％増）、②紛争調整委員会によるあっせん開催件数は２４１件（前年度比７．１％増）で、いずれも増加しました。
助言・指導受付件数（６２５件）、あっせん開催件数（２４１件）とも、過去最高でした。

４．いじめ・嫌がらせ問題への対応
個別労働紛争解決制度は、平成１３年１０月から始まり１０年を経過しましたが、その中でも、いじめ・嫌がらせの相談は毎年増加しています。平成２３年度は過去最高の２，８３７件にのぼり、個別労働紛争相談の１８％（制度開始当初の平成１４年度は７．２％）を占めています。全国的にも増加しており、本年３月１５日、厚生労働省の「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」が「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」を取りまとめたところです。

厚生労働省は、本年４月から全国の主要労働局に「総合労働相談員（困難担当）」を４７名配置し、このうち、３名（企画室、栄、名古屋北コーナー）が愛知労働局に配置されており、いじめ・嫌がらせ問題等複雑・困難事案を中心とする事案を担当し、関連法令、裁判例等の情報提供、紛争解決に向けての助言、あっせんの処理に必要な調査、情報収集、資料の作成等を行っています。
　愛知労働局は、困難事案担当を含め総合労働相談員４５名を愛知県内の各総合労働相談コーナーに配置し、個別労働紛争がより簡易・迅速に解決に努めていますが、今後とも、本制度の一層の周知及び積極的な活用を図っていくこととします。
参考

・ 総合労働相談件数　　　　　　　 78,116件(対前年度比 7.2％減)

うち、民事上の個別労働紛争相談件数　
14,090件(　  同 　  7.9％増)

・ 助言・指導受付件数　　　　　　　  625件(　  同 　 35.6％増）

・ あっせん開催件数　　　　　    　  241件(　  同　   7.1％増）
・　いじめ・嫌がらせ相談件数の推移

        2,837件（23年度）   2,471件（22年度）   308件（14年度）

    困難事案担当相談員3名を局企画室・栄コーナー・名古屋北コーナーに配置

個別労働関係紛争解決制度の施行状況
1．相談等の状況
（１）総合労働相談件数と個別労働紛争相談件数（図1-1）
①　県内の総合労働相談コーナーに寄せられた総合労働相談件数は平成２３年度1年間で７８，１１６件（平成２２年度８４，１５９件）で、対前年度比で７．２％減少した。
②　このうち、解雇、雇止め、退職勧奨、労働条件の引下げ、いじめ・嫌がらせ等のいわゆる民事上の個別労働紛争に係る相談件数は１４，０９０件（平成２２年度１３，０６３件）で、対前年度比で７．９％増加し、全相談件数に占める割合は１８．０％（平成２２年度１５．５％）となっている。

③　民事上の個別労働紛争に係る労働者の就労状況は、正社員が全体の５０．５％（２２年度５０．０％）と最も多く、次いでパート・アルバイトが１６．６％（同１７．９％）、期間契約社員が９．９％（同９．３％）、派遣労働者が７．１％（同７．３％）であり、労働者の就労状況に大きな変化はない。前年度と比較してもほぼ横ばいである。
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　総合労働相談件数と個別労働紛争相談件数
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（２）助言・指導受付､あっせん受理等状況（図1-2、図1-3）
①　平成２３年度1年間の労働局長による助言・指導の受付件数は６２５件と過去最高となっており、平成２２年度の４６１件に比し、３５．６％の増加となっている。
②　平成２３年度１年間のあっせん開催件数は２４１件となっており、平成２２年度の２２５件に比し、７．１％の増加となっている。
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　助言指導受付件数とあっせん受理件数
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　助言指導受付件数とあっせん開催件数
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２．労働局長による助言･指導の状況　
（１）労働局長による助言･指導の受付の内訳（図2）
①　助言・指導に係る紛争の内訳は、解雇に関するものが１７．８％（２２年度１７．６％）と最も多く、次いでいじめ・嫌がらせ１５．８％（同１５．４％）、その他の労働条件１１．７％（同１０．８％）、退職勧奨９．９％（同１０．６％）の順となっている。また、退職に関する事案は、解雇、退職勧奨、雇止め、自己都合退職の事案を合わせると４１％を占めている。
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　労働局長による助言・指導の受付の内訳
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②　労働者の就労状況は、正社員が労働者全体の５１．８％（２２年度４９．５％）を占め、次いでパート・アルバイトが２１．３％（同２２．１％）、期間契約社員が１４．４％（同１７．６％）、派遣労働者が９．８％（同６．３％）となっている。

③　事業場の規模は１０～４９人が全体の３０．４％（２２年度２６．５％）、１０人未満が１９．２％（同１５．８％）で、５０人未満の事業場が半数を占めている。以下、１００～２９９人が１１．５％（同１０．４％）、５０～９９人が９．０％（同１０．６％）３００人以上が７．７％（同１４．１％）の順となっている。

（２）助言･指導の結果

①　平成２３年度中に労働局長の助言・指導の手続きを終了した件数は６２９件（平成２２年度受付分を含む。）であり、このうち助言指導を行ったものが６１１件（全体の９７．１％）、申出の取り下げがあったものは１０件（全体の１．６％）で、打ち切りその他により手続を終了したものが８件（全体の１．３％）あった。
また、助言指導を行ったもののうち、何らかの解決があったものが２６０件（全体の４１．３％）で、未解決が３５１件（全体の５５．８％）であった。
　なお、未解決であるものの内９５件（１５．１％）があっせんの申請に移行している。
②　処理期間については、ほぼ全ての事案（９９．７％）が１か月以内に処理を終了している。
３．紛争調整委員会によるあっせんの状況

（１）紛争調整委員会によるあっせんの受理の内訳（図3）
①　あっせん申請の内容の内訳は、解雇に関するものが２９．２％（２２年度３６．５％）と最も多く、次いで、いじめ・嫌がらせ１６．９％（同１８．７％）、労働条件の引下げ１０．６％（同８．１％）、雇止め１０．４％（同７．６％）、退職勧奨９．９％（同９．９％）の順となっている。また、退職に関する事案は、解雇、退職勧奨、雇止め、自己都合退職の事案を合わせると５０％を占めている。
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　紛争調整委員会によるあっせん受理の内訳
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②　申請人は、労働者からの申請が４１８件、事業主からの申請が７件となっている。
③　申請労働者の就労状況は、正社員が５２．２％（２２年度５３．０％）、パート・アルバイトが１７．９％（同２０．７％）、期間契約社員が１５．８％（同１４．３％）、派遣労働者が９．２％（同７．９％）の順となっている。
（２）あっせんの結果

①　平成２３年度中にあっせんの手続きを終了した件数は４２５件（２２年度受付分を含む。）である。
このうち、相手方が同意してあっせんを実施したものが２４１件５６．７％（２２年度２２５件５５．７％）であり、あっせんの参加率は僅かに高くなっている。
あっせんを実施した２４１件中、当事者間で合意が成立したものが１５２件で６３．１％ （２２年度１３６件で６０．４％）であり、あっせんが不調に終わったものが８９件３６．９％（同８９件３９．６％）である。
申請の取り下げがあったものは２６件で６．１％（同２３件で５．７％）、そのうち自主的に解決したものは３件０．７％（同１２件３％）である。

あっせんに参加しない理由によりあっせんを打切ったものが１８４件で４３．３％ （同１７９件で４４．３％）である。
②　処理期間については、２か月以内が４０３件９４．８％（同３７１件９１．８％）である。
	助言・指導事例：いじめ・嫌がらせ

	事案の概要
	[image: image8.bmp]申出人は、金属製品の加工業務を行っているが、仕事の範囲が広く、時に段取りがうまくいかないこともある。その都度、上司から罵声を浴びせられたり、時には物をなげられることもある。また、仕事ができないなら辞めてくれとも言われるが、仕事は続けたいので、助言を申出たもの。

	助言・指導の内容
	上司が罵声を浴びせること、仕事ができないなら辞めてくれとの発言について、申出人はいじめと受け取っており、同様のことが起きないように対策をとるべきであると助言したところ、申出人の上司に対して指導していくことが約束された。また、辞めてほしいとの考えは全くないとのことであった。（その後、申出人からの相談は寄せられていない。）


	あっせん事例：いじめ・嫌がらせ

	事案の概要
	看護師として入り勤務していた。入って数ヵ月後、同僚からのいじめ・嫌がらせが始まった。上司に虚偽の報告をされたり、挨拶をしても無視されるようになった。これが原因でストレス性の病を発症した。上司に相談したところ、意に沿わない転勤を命じられたが、転勤先にもいじめの噂が広まっていたので退職したが、退職に追い込まれたと思うので補償金の支払いを求めたい。



	あっせんのポイント
	申請人がいじめの件で上司に相談した事実はあるが、実際いじめがあったか否か被申請人として調査したが、いじめの事実は認められなかったので転勤してもらうこととなった。被申請人としては、復職してもらってもいいというのが被申請人の主張であったが、申請人は今でもうつ状態なのでとても復職なんて考えられないと反論。結局、申請人の請求金額の半額を解決金として支払うことで合意に至った。


平成23年度　個別労働紛争解決制度の施行状況　　　　　　　　　　　　（件数）
	労働局
	総合労働相談
	個別労働紛争相談
	助言・指導申出
	あっせん申請

	北海道
	３８，８０８
	７，１０８
	２３４
	２４７

	青森
	１０，５３１
	３，０１３
	８８
	２８

	岩手
	１１，３９８
	２，３９６
	８７
	２４

	宮城
	２２，３３８
	３，３２０
	５９
	４４

	秋田
	８，１０８
	２，５４０
	１０１
	９０

	山形
	１０，９２７
	２，９５１
	９９
	１０５

	福島
	１７，２０６
	５，１６６
	４７
	５１

	茨城
	２１，９０９
	５，４８７
	１９５
	１２３

	栃木
	１２，３５２
	２，７１５
	１４９
	１３７

	群馬
	１６，７９７
	５，３１１
	１０８
	７３

	埼玉
	５６，６３０
	１２，９７２
	４７８
	３１６

	千葉
	４２，９３７
	６，３７６
	７０２
	２１３

	東京
	１２８，４０１
	２８，５６３
	５２０
	１，３８１

	神奈川
	５０，９７３
	１６，１２７
	２２１
	２３７

	新潟
	１２，０１５
	２，９５８
	１１５
	９３
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	９，３９９
	１，６３１
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	４８

	石川
	８，１０９
	２，４６４
	１９７
	５０

	福井
	６，９８７
	２，１４０
	１０２
	５９

	山梨
	５，６９０
	１，８８４
	５５
	３４

	長野
	１８，３２１
	５，３５０
	２９１
	２１５

	岐阜
	１４，６９６
	３，５９９
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	７３

	静岡
	３９，１２２
	５，０７１
	３３０
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	１４８
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	８，４６８
	１，３１０
	１４０
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	４，５０８
	１，１４１
	３６
	５３
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	７６
	８３
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	３４，２６０
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	１９７
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	４，４１３
	１，２７２
	１４０
	４３

	徳島
	１１，８０５
	１，６２７
	１４７
	４５

	香川
	６，９５０
	１，５５７
	５９
	２０

	愛媛
	１１，６８９
	２，４２８
	１０４
	６９

	高知
	３，８２５
	１，０９７
	１６
	３６

	福岡
	４３，３７１
	８，８７５
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	１２５

	佐賀
	７，６４２
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	１２９
	２１
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	１１，０３０
	３，８９７
	１５６
	５４
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	５８
	７８

	鹿児島
	９，３４７
	４，２０６
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	６４

	沖縄
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愛知の○内数字は、全国順位である。
個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要
１　趣旨
　企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴い、労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（以下「個別労働関係紛争」という。）が増加していることにかんがみ、これらの紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都道府県労働局長の助言・指導制度、紛争調整委員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働紛争解決システムの整備を図る。

２　概要
(1)　紛争の自主的解決
　個別労働関係紛争が生じたときは、紛争の当事者は、自主的な解決を図るように努めなければならないものとする。
(2)　都道府県労働局長による情報提供、相談等
　都道府県労働局長は、個別労働関係紛争の未然防止及び自主的な解決の促進のため、労働者又は事業主に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。
(3)　都道府県労働局長による助言及び指導
　都道府県労働局長は、個別労働関係紛争に関し、当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。
(4)　紛争調整委員会によるあっせん
イ　都道府県労働局長は、個別労働関係紛争について、当事者の双方又は一方からあっせんの申請があった場合において、当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。
ロ　都道府県労働局に、紛争調整委員会を置くものとする。
ハ　あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即して事件が解決されるように努めなければならないものとする。
ニ　あっせん委員は、当事者等から意見を聴取し、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、これを当事者に提示することができるものとする。
(5)　地方公共団体の施策等
　地方公共団体は、国の施策と相まって、地域の実情に応じ、労働者又は事業主に対し、情報提供、相談、あっせんその他の必要な施策を推進するように努めるものとし、国は、地方公共団体の施策を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。　

また、当該施策として都道府県労働委員会が行う場合には、中央労働委員会が、当該都道府県労働委員会に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。

[image: image6]
愛知労働局　総合労働相談コーナー
平成24年4月1日現在

	名　　称
	(郵便番号)　　　　　　　　所　　在　　地
	電話番号

	☆栄総合労働相談コーナー
	460-0008
	名古屋市中区栄4－1－1

中日ビル10階
	052-263-3801

	☆企画室総合労働相談コーナー
	460-8507
	名古屋市中区三の丸2－5－1

名古屋合同庁舎第2号館　愛知労働局内
	052-972-0266

	☆名古屋北総合労働相談コーナー
	461-8575
	名古屋市東区白壁1－15－1

名古屋合同庁舎第3号館

名古屋北労働基準監督署内
	052-961-8653

	名古屋東総合労働相談コーナー
	468-8551
	名古屋市天白区中平5－2101

名古屋東労働基準監督署内
	052-800-0792 

	名古屋南総合労働相談コーナー
	455-8525
	名古屋市港区港明1－10－4

名古屋南労働基準監督署内
	052-651-9207

	名古屋西総合労働相談コーナー
	453-0813
	名古屋市中村区二ツ橋町3－37

名古屋西労働基準監督署内
	052-481-9533

	豊橋総合労働相談コーナー
	440-8506
	豊橋市大国町111　豊橋地方合同庁舎

豊橋労働基準監督署内
	0532-54-1192

	岡崎総合労働相談コーナー
	444-0813
	岡崎市羽根町字北乾地50－1岡崎合同庁舎

岡崎労働基準監督署内
	0564-52-3161

	一宮総合労働相談コーナー
	491-0903
	一宮市八幡4－8－7　一宮労働総合庁舎

一宮労働基準監督署内
	0586-45-0206

	半田総合労働相談コーナー
	475-8560
	半田市宮路町200－4　半田地方合同庁舎

半田労働基準監督署内
	0569-21-1030

	刈谷総合労働相談コーナー
	448-0858
	刈谷市若松町1－46－1　刈谷合同庁舎

刈谷労働基準監督署内
	0566-21-4885

	豊田総合労働相談コーナー
	471-0867
	豊田市常磐町3－25－2

豊田労働基準監督署内
	0565-35-2323

	瀬戸総合労働相談コーナー
	489-0881
	瀬戸市熊野町100

瀬戸労働基準監督署内
	0561-82-2103

	津島総合労働相談コーナー
	496-0042
	津島市寺前町3－87－4

津島労働基準監督署内
	0567-26-4155

	江南総合労働相談コーナー
	483-8162
	江南市尾崎町河原101

江南労働基準監督署内
	0587-54-2443

	西尾総合労働相談コーナー
	445-0072
	西尾市徳次町下十五夜13

岡崎労働基準監督署西尾支署内
	0563-57-7161


☆印：困難事案担当総合労働相談員の配置コーナー[image: image7.png]
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